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資料１ 

 

 

青森県行財政改革実施計画に係る平成２１年度取組状況について 

 

１ 進捗状況  

 

取組期間の初年度となる平成２１年度は、当初計画に掲げた実施事項のすべてに着手

するとともに、取組工程の前倒しにも取り組むなど、順調に取組を進めています。 

 

＜平成２１年度の取組工程に対する進捗状況＞ 

進 捗 状 況 
改革の柱 実施事項

◎ ○ △ ▲ ● その他

Ⅰ 公共サービス改革 ４８ ２ ４４   ２

Ⅱ 県庁改革 ４８ ２ ４６   

Ⅲ 財政構造改革 ２１ ２０   １

計 １１７ ４ １１０   ３

（注）◎：計画を上回っている ○：順調である    △：おおむね順調である 

▲：やや遅れている   ●：著しく遅れている 

※「その他」は、国の制度変更の動向が不透明であるため、取組の一部を保留している事項である。 

・水田農業構造改革交付金等交付業務の関係団体への移管（P6） 

・県営住宅建替事業における市との連携（P19） 

・財政の中期的な見通しの作成・公表と財政健全化の進捗管理（P58） 

 

＜取組工程の変更…６件＞ 

○前倒し…４件 

・県産品販売促進業務の民間への移行（P9） 

・県立医療療育センター（あすなろ、さわらび）の管理運営体制の見直し（P23） 

   ・総務事務センター業務の効率化等（P49） 

   ・環境マネジメントシステム業務の効率化等（P50） 

○国の状況変化に伴うスケジュール変更…１件 

・県営住宅建替事業における市との連携（P19） 

○工程の明確化…１件 

・能力・業績が反映される給与制度の推進（教育部門）（P37） 

 

＜実施事項の追加…２件＞ 

・温泉成分分析業務の廃止（P4） 

・青森県職員東京宿泊所管理運営業務の廃止（P7） 
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２ 主な実施事項の取組状況 （※１月末現在で確定しているもの） 

 

○施策・事業の選択と集中（P1） 

    平成２２年度の「戦略キーワード」に基づき、平成２２年度の取組を重点化（重点事業の立案・

決定） 

○県産品販売促進業務の民間への移行（P9） 

(社)青森県物産協会と(社)青森県ふるさと食品振興協会の統合を前倒しし、平成２２年４月に

発足する(社)青森県物産振興協会への業務移行についても平成２２年度から前倒しで順次実施。 

○土壌分析業務の民間への移行（P10） 

平成２１年４月から、一般の土壌分析業務を全農あおもり県本部土壌分析センターに移行。 

○事務権限移譲の更なる推進（P18） 

平成２１年４月１日から、１１市町村に対して８法令９５事務の移譲を新たに実施。 

○県立病院改革の推進（P24） 

県立中央病院において、医療機能の充実強化と経営基盤の強化のため、平成２１年６月から７

対１看護体制を導入するとともに、平成２２年１月から「糖尿病センター」を設置。 

○(社)青森県畜産物価格安定基金協会と(社)青森県畜産協会の統合（P25） 

平成２２年１月に合併認可を受け、平成２２年４月１日付けで両協会が合併統合。 

○交番・駐在所の統廃合（P32） 

平成２１年１２月に５駐在所を廃止し、新設交番及び近隣の駐在所に統合。 

○給与構造改革の推進（P36） 

人事委員会勧告等を踏まえ、平成２１年１２月に給与の見直しを実施（給料月額を職員１人当

たり平均△0.19％引下げ、期末・勤勉手当の年間支給月数を 0.3 月分引下げ等）。 

○職務・職責に応じた適正な給与水準の確保（P38） 

技能労務職員の給与について平成２１年４月から職務・職責に応じた技能職等給料表へ見直し。 

○諸手当等の見直し（P39） 

平成２１年４月から特殊勤務手当・職務関連手当等を見直し（特殊勤務手当について廃止２４

手当（統廃合含む）、支給範囲及び支給額見直し２６手当、新設４手当ほか）。 

○環境マネジメントシステム業務の効率化等（P50） 

    現行システムの運用を平成２１年度で終了し、大幅な効率化を図った独自のシステムの構築・

運用を平成２２年度に前倒しして実施。 

○県税徴収率向上対策の実施（P62） 

県職員と市町村職員の相互併任制度を活用した徴収支援チームを２０市町村において設置し、

市町村の徴収事務を支援。 

 ○不用施設の売却の推進（P63） 

    土地建物一括売却の推進、宅地建物取引業者への売却業務委託の実施等により、不用施設３１

件を約２億８千万円で売却。 

 

３ 今後の取組方針  

 

引き続き、集中取組期間（平成２１年度～平成２３年度）における実施事項に積極的

に取り組むとともに、５年間の取組期間の後半に実施を予定している事項についても、

その具体化に向けて着実に調査検討等を進めていきます。 


